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ブルキナファソ国「中央プラトー・南部中央地方飲料水供給計画」 
事業化調査 協議議事録 

 
 
ブルキナファソ国（以下ブ国という）からの要請に基づいて、日本政府は「中央プラトー・

南部中央地方飲料水供給計画」（以下計画という）に関する事業化調査（以下調査という）の

実施を決定し、その実施を独立行政法人国際協力機構（以下JICAという）に委託した。 
 
JICAは、JICAブルキナファソ事務所長 森谷裕司を団長とする事業化調査団（以下調査団と

いう）を2008年8月4日からブ国に派遣し、8月30日まで滞在する。 
 
調査団とブ国政府との協議結果を踏まえ、両者は本議事録附属書に記載されている事項につ

いて合意した。調査団は、引き続き調査を行い、事業化調査報告書を作成する。 
 
 

Ouagadougou 2008年8月21日 
 

 
 
森谷 裕司 
調査団長 
事業化調査 

JICA 
 

M. Francis D. BOUGAÏRE 
総局長 
水資源総局 
農業・水利・水産資源省 

Burkina Faso 
 
 
 
M. Dieudonné GOUNGOUNGA 
総局長代理 
協力総局 
経済・財務省   

Burkina Faso 
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付属書 
 

１．調査の目的： 
調査の目的は、2007年に実施した本計画の基本設計調査（以下B/Dという）において、合意

にいたらなかった基本設計概要（以下DB/Dという）に対するブ国からの支援範囲の変更にかか

る要請を踏まえ、同要請に対し、社会・経済状況の変化を考慮しつつ、新たな設計概要の策

定、概算事業費の積算を行うことである。 
 

２．プロジェクトの内容： 
ブ国のDB/Dに対する支援範囲の変更にかかる要請は以下のとおりである。なお、本計画に対す

る予算枠から、解析の結果によっては、ブ国の要請に満たない可能性がある。調査団は、ブ国

の要請に満たない場合の計画をブ国側が受け入れない場合、本計画はキャンセルとなる可能性

があることを説明し、ブ国はこれを了解した。 
また、調査団は、原則として支援内容のさらなる変更は受け入れられない旨を説明し、ブ国

はこれを合意した。 
★ 人力ポンプ付き深井戸の建設：約300ヶ所程度 
★ 簡易給水施設：支援対象から除外 
★ 技術支援：施設の運営・維持管理にかかる支援 

 
３. 日本の無償資金協力のスキーム： 
３－１.ブ国は別添-1に記述されている日本の無償資金協力の仕組み、および本計画実施の前提

条件となるブ国側の負担事項・予算措置について理解し、実施スケジュールに基づき必要な措

置を適切に行うことを約束した。無償資金協力の仕組み、およびブ国側の負担事項・予算措置

については、本計画のために2007年5月25日に両者が合意した協議議事録（以下、前回M/Dとい

う）、および2007年12月に作成したB/D報告書にも記載がある。 
３－２．調査団は、別添－1、およびB/D報告書に記述されている負担事項・予算措置について

説明し、ブ国側はこれに合意した。調査団は、今後の調査によってさらに必要となる負担事

項・予算措置があればその内容を調査しブ国に報告することを説明し、双方はその対応を検討

する。上記の一般的な被援助国側負担事項に加え、本議事録に記載のある事項についても、ブ

国側は実施スケジュールに基づき必要な措置を適切に行うことを約束した。 
３－３．ブ国は、本調査の実施が、計画の実施を約束するものではないことについて理解し

た。 
３－４. ブ国は、本計画が日本政府によって承認された場合、両政府により締結される交換公文

に添付されるAgreed Minutesに記載のある「Guidelines of the Japanese Grant Aid for General 
Projects and for Fisheries」に基づき、計画を適切かつ公正に実施することを約束した。同ガイ

ドラインは別添－２のとおりである。 
３－５．なお、本項目で説明した無償資金協力の仕組みについては、2008年10月のJICA機構改

編に伴い、JICAの役割が一部変更となる可能性がある。 
３－６.ブ国の給水・衛生分野の国家計画である「給水・衛生分野国家計画：PN-AEPA2007-
2015」の承認・発効にかかる合意文書「給水・衛生分野国家計画プログラム実施のための合意

文書（Mémorandum d’entente pour la mise en œuvre du PN-AEPA l’horizon 2015 du Burkina 
Faso）」で合意したとおり、本計画は財政支援や共同セクター支援（コモンバスケット方式）
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ではなく、プロジェクト型で行うことを双方は確認した。また、日本の無償資金協力において

は計画の資金の使途は交換公文により規定され、その支出は日本国政府の認証が必要となるこ

と、計画の実施は日本のコンサルタント、業者による実施が前提となること等、援助形態の相

違点についてブ国は理解した。 
 
４．概算事業費： 
調査団はブ国からの要請に基づき、新たな計画内容の概算事業費を行うが、概算事業費は我が

国無償資金協力の制度に基づき行うことを説明し、ブ国は合意した。なお、概算事業費はDB/D
にて提示した額を目処とし、増額は困難であることを調査団は説明した。ブ国はこれを合意し

た。 
 
５．調査スケジュール： 
５－１．調査団のコンサルタント団員は、2008年８月３０日まで継続して調査を行う。 
５－２．JICAは、調査の結果を踏まえて事業化調査成果概要書を作成し、その内容の説明のた

め、2008年10月末を目処に調査団を派遣する。 
５－３．事業化調査成果概要書について基本的合意が得られた場合、JICAは最終報告書を作成

し、2009年1月を目処にブ国に送付する。 
５－４．ブ国側は住民のニーズに鑑み日本側が期間の短縮を行うことを希望する。 
 
６．責任機関および実施機関： 
双方は、本計画の責任機関、実施機関、さらに地方局の関与や各機関の責任体制について、以

下のとおり確認した。 
６－１．責任機関：責任機関は農業・水利・水産資源省。 
６－２．実施機関：実施機関は農業・水利・水産資源省中央プラトー地方局および南部中央地

方局と連携しつつ、水資源総局が責任を負う。 
６－３．組織図：組織図は、それぞれ添付3－1、3－2のとおりである。 
６－４．その他：ブ国は、B/Dで合意したとおり農業・水利・水産資源省が、水資源総局とその

地方局まで含めて確実に計画に参画すること、および計画の責任機関としてブ国側負担事項を

確実に履行することを約束した。 
６－５．基本設計調査以降の変化：ブ国は、基本設計調査に確認した実施体制については変更

がないことを説明した。 

 
７．ブルキナファソ国側負担事項： 
調査団は、ブ国側の負担事項・予算措置のうち、本計画の円滑な実施に不可欠である下記の措

置を取るよう要請し、ブ国はこれを約束した。調査団は、ブ国側負担事項のうち、主要な項目

について、その内容、必要予算額と対応時期等について今後の調査で明らかにすることを説明

した。 
・ 施設建設に必要な用地とアクセスの確保（工事基地用地、資機材ヤード等含む） 
・ 税金、付加価値税、輸入税、その他関連する税の免税および工事用資機材等の通関・免税、

銀行手数料等 
・ 邦人関係者の安全確保、緊急時の支援体制構築、およびブ国滞在にかかる便宜供与 
・ 関連データ提供 
・ 政府関係機関の関与 
・ 環境社会配慮に係わるクレームや問題を含め、第三者からのクレームや問題の対応 
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・ 工事実施にかかる各種許認可取得 
・ 施設・資機材の運営・維持管理に必要な体制の確立にかかる支援 

 
８．上位計画・関連計画と計画の妥当性： 
ブ国側は、飲料水供給は各種国家開発にかかる上位計画において、引き続き優先度の高い項目

として掲げられており、改善後の内容についても、B/Dで確認したとおり重要性に変更はないこ

とを説明した。 
ブルキナ側は、貧困削減におけるPN-AEPAの重要性に鑑み、またPN-AEPAのフェーズ１達成

が2009年末であることから、日本側に対し、日本供与の早期実施を希望した。 
 
９．その他の協議事項： 
 
１）支援の妥当性： 
調査団は、今回新たに追加になった村落についてはB/Dで合意した選定基準に基づき支援の妥当

性を確認し、B/Dで既に支援対象として選定された村落については、2008年中に実施される給

水施設国家インベントリー（INOH）により得られる状況を参考にしつつ、再度、支援の妥当性

を確認することを説明した。 
なお、本計画では人力ポンプ付き深井戸の新設を基本とし、既存井戸の改修は協力対象から除

外される。 
 
２） 人力ポンプ付き深井戸建設のための前提条件： 
ブ国側はコミューンへの権限移譲により、給水施設建設の前提条件については新たな措置が検

討されるであろうことを伝えた。 
給水施設建設のための４つの前提条件とは、①住民とコミューンによるプロジェクト受託意

志、②コミューン長による住民の組織化、③裨益者による貢献金の積み立て、④コミューンに

よる給水施設維持管理のための資金徴収の確約であり、これらは建設前のソフト・コンポーネ

ント活動の中で確認される予定である。 
 
３）人力ポンプ付き深井戸の仕様： 
双方は、現行のブ国基準も考慮のうえ、成功井の水量・水質基準、附帯・排水施設の仕様、井

戸仕様、人力ポンプの仕様等について合意した。 
なお、成功井の水質基準・項目については原則としてWHO基準を用いる。鉄分についてはブ国

で適用されている基準に基づき1.0mg/ℓまで受け入れられるものとし、それ以上の値が検出され

た場合は失敗井とする。 
 
４）簡易給水施設の取扱い： 
ブ国側は支援対象から除外された簡易給水施設計画の将来的な利用について説明した。 
なお、ブ国は、その利用のため、B/Dにて策定した計画、情報について提供するよう調査団に要

請した。DGREとJICAの間での書簡のやりとりにより、これらの図面およびデータは調査団の

出発までにDGRE側に提出される。 

 
５）試掘井の取扱い： 
調査団は、ブ国の地下水状況を勘案し、簡易給水施設の水源を確保するためB/Dにて水源井の試

掘を行い、9本の生産井(AEPS用4本、PMH用5本)を確保し、保護と乱用防止のため、井戸口を

防護した。 
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これら生産井は、DB/Dの際にブ国側への引渡しを予定し、また文書による引渡しの確認を行う

予定であったが、DB/Dへのブ国からの同意が得られなかったため、公式に引渡しをしていな

い。今回、簡易給水施設が支援対象から除外されたことから、簡易給水施設用に確保した生産

井（４井、6インチ）については、対象地域での飲料水供給のために利用するべく本議事録への

署名をもってブ国側に引き渡す。これは、ブ国側が他の資金協力のもとでAEPSをその責任にお

いて実施するというブ国側からの要請によるものである。従い、調査団はこれらの深井戸に対

する責任を負わないものとする。 

 
６）運営・維持管理： 
調査団は、建設される施設の運営・維持管理の重要性（水管理委員会、給水施設利用組合、修

理体制等）について説明した。また、施設の運営・維持管理体制の強化のため、定期的モニタ

リング、水管理委員会およびコミューンへの支援・調整等、必要な対応を要請し、ブ国側はこ

れを同意した。 
 
７）技術支援： 
ブ国から要請のあった給水施設の運営・維持管理のための住民啓蒙活動、啓発活動、住民組織

化にかかる技術支援について、B/Dにてソフト・コンポーネントとして検討した。今般、支援内

容に鑑み、再度、技術支援を行う妥当性とその内容を検討する。妥当性が認められた場合、調

査団は、現在、ブ国で導入中の「給水施設維持管理改革システム」の進捗を踏まえ、新たな内

容を策定する。なお、技術支援が日本側によって承認されない場合、施設の適切な運営・維持

管理のため、ブ国がそれを行うことを約束した。 
また、維持管理の核となるコミューンが設立されたばかりの状況を踏まえ、調査団はブ国に対

し、ソフト・コンポーネントが実施された場合、その成果が継続できるよう、地方支局、コミ

ューンへの支援とモニタリングを行うよう申し入れた。 

 
８）プロジェクトの重複： 
ブ国は、PN-AEPAにおいて規定される住民の飲料水へのアクセス基準に則り、本計画が他ドナ

ー、NGO、ブ国の開発計画等の支援による計画と重複が無いよう調整することを約束した。 

 
９）調査に対する便宜供与： 
調査団の要請に基づき、ブ国は調査団の円滑な調査に資する以下のようなあらゆる支援を速や

かに行うことを約束した。 
 a)調査に必要となる全ての既存調査資料・政府刊行物・データの速やかな提供 
 b)政府関係機関の協力取付け 
 c)調査団の業務実施に際して第三者からクレームが生じた場合の対応 
 d)調査対象地域への立ち入り許可 
 e)現地調査に必要となる支援 
 f)調査関連資機材の通関手続き・免税措置 
 g)カウンターパートの配置・調査に必要な旅費の負担 
 h)調査団に対する執務スペースの確保 
 g)調査団の活動に係る安全確保のための必要な措置 

 
10）措置： 
調査団は、本計画の実施に係る邦人関係者の免税、調達される資機材等にかかる付加価値税、

輸入税、その他関連する税、通関および銀行手数料等の支払いについて、ブ国が手続きを早急
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かつ適切に行う必要性を説明し、ブ国は将来締結されるE/Nに基づき、本計画の実施スケジュー

ルに沿って責任を持って措置を講じることを約束した。 
 
11）環境影響評価・環境社会配慮： 
簡易給水施設を支援対象から除外し、人力ポンプ付き深井戸のみを支援対象としたことに伴

い、ブ国は、環境影響評価にかかる関連省庁に環境影響評価の有無について再確認の結果、不

要であることを確認した。 
 
12）広報： 
ブ国側は、本計画が日本政府による支援であることをブ国民が認知するよう広報活動を積極的

に行うことを約束した。 
 
13）ブ国の要請： 
ブ国は計画の実施機関（DGRE、地方支局）の能力強化のため、車両、情報処理機器、AV機器

の供与を要請した。調査団はこの要請を日本政府に報告し、日本政府とともに、その要請内容

を検討する。 

 
 
別添： 
１ 無償資金協力スキーム 
２ 調達ガイドライン 
３ 組織図 
３－１ 農業・水利・水産資源省組織図 
３－２ 水資源総局組織図 
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ブルキナファソ国「中央プラトー・南部中央地方飲料水供給計画」 

事業化調査 協議議事録 

（事業化調査成果概要書 説明調査） 

 

 

ブルキナファソ国（以下、ブ国という）からの要請に基づき、日本政府は「中央プラトー・

南部中央地方飲料水供給計画」（以下、計画）に関する事業化調査（以下、調査）の実施を

決定し、その実施を独立行政法人国際協力機構（以下、JICA）に委託した。 

 

JICAは事業化調査団を2008年8月から9月にかけてブ国に派遣し、ブ国政府との協議、現地

調査、国内解析を通じ、事業化調査成果概要書を作成した。 

 

JICAは、事業化調査成果概要書の内容の説明、および協議のためにJICAブルキナファソ事

務所長森谷裕司氏を調査団長とする事業化概要書説明調査団（以下、調査団）を2008年10月

27日から11月4日までブ国に派遣した。 

 

協議の結果、両者は附属書に記載されている主要事項について合意した。 

 

 

Ouagadougou 2008年10月30日 

 

 

 

    

Mr. Yuji MORIYA  M. Ousseini THANOU 

Leader,     Directeur General par Interim 
Implementing Review Study Team,       Direction Generale Des Ressources En Eau 
Japan International Cooperation Agency Ministere De L’Agriculture, 
 De L’Hydraulique Et Des 
           Ressources Halieutiques 
           Burkina Faso 
 
 
 

M. Lene SEBGO                     
Directeur General,  
Direction Generale de la Cooperation 
Ministere de l’Economie et des Finances 
Burkina Faso 
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附属書 

 

１． 事業化概要書の内容： 

ブ国側は概算事業費と給水施設数、対象サイト等を含め、本調査団が説明した事業化調査

成果概要書の内容に合意した。主な計画内容は別添-1のとおりである。 

 

２． 日本の無償資金協力のスキーム： 

２－１.ブ国側は日本の無償資金協力の仕組み及び本計画実施の前提条件となるブ国側の負

担事項・予算措置、および免税措置について理解し、実施スケジュールに基づき必要な措置

を適切に行うことを約束した。これらの事項については、本計画のために2008年8月21日に

両者が合意した協議議事録（以下、前回M/D）、および2007年に作成した基本設計調査報告

書に記載のあるとおりである。 

２－２．上記の被援助国側負担事項に加え、本議事録に記載のある事項についても、ブ国側

は実施スケジュールに基づき必要な措置を適切に行うことを約束した。 

２－３．ブ国側は、本調査の実施が、案件の実施を約束するものではないことについて理解

した。また、案件が実施されることになっても、閣議承認の過程で、事業化調査成果概要書

に記載のある支援範囲については、さらに削減が行われる可能性があることについても理解

した。 

２－４. ブ国側は、本計画が日本政府によって承認された場合、前回M/Dで合意したとおり、

「Guidelines of the Japanese Grant Aid for General Projects and for Fisheries」に

基づき、計画を適切に実施することを約束した。 

２－５．前回M/Dで説明したとおり、2008年10月のJICA機構改変にともない無償資金協力の

仕組み、JICAの役割が変更となった。案件の実施にかかる交換公文（以下、E/N）署名後、

JICAが資金を贈与し、またJICAは案件の実施監理を担う。詳細は、E/N署名後にJICAとブ国

間で締結する贈与契約（以下、G/A）に規定される。G/Aの内容はJICAブルキナファソ事務所

を通じて、追って説明を行う。 

 

３． 調査スケジュール： 

JICAは、調査結果、本M/Dや過去のM/Dにて確認された事項を踏まえ最終報告書を作成し、

2009年1月を目途にブ国側に報告書を送付する。 

 

４． 責任機関および実施機関： 

双方は、本計画の責任機関、実施機関、さらに地方局の関与や各機関の責任体制について

は前回M/Dと変更が無いことを確認した。 

 

５． ブルキナファソ国側負担事項： 

ブ国側は、無償資金協力の仕組みに記載のあるブ国側の負担事項・予算措置に加え、前回

M/D、本M/D、および事業化調査成果概要書に記載のブ国側の負担事項・予算措置について、

本計画の実施スケジュールに基づき、必要な経費を確保し適切に履行することを約束した。 

調査団は、本計画の良好なる実施に不可欠である下記の措置を取るよう要請した。調査団

は、ブ国側負担事項のうち、主要な項目について、その内容、必要予算額と対応時期等につ

いて説明した。 

 

・ 施設建設に必要な用地とアクセスの確保（工事基地用地、資機材ヤード等含む） 

・ 税金、付加価値税、輸入税、その他関連する税の免税および工事用資機材等の通関・
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免税、銀行手数料等 

・ 邦人関係者の安全確保、緊急時の支援体制構築、およびブ国滞在にかかる便宜供与 

・ 関連データ提供 

・ 政府関係機関の調整、協力取り付け 

・ 環境社会配慮に係わるクレームや問題を含め、第三者からのクレームや問題の対応 

・ 工事実施にかかる各種許認可取得 

・ 施設・資機材の運営・維持管理に必要な体制の確立にかかる支援 

 

６． 実施スケジュール： 

前回M/Dではブ国側から早期実施にかかる要請があり、調査団は本案件の実施設計実施に

ついては2008年12月に行われる閣議、事業実施については2009年4月に行われる閣議に付議

される予定であることを説明した。また、同閣議にて案件が承認された場合、実施設計実施

のE/Nが早ければ2009年1月、事業実施のE/Nが早ければ2009年5月に行われる予定であること

を説明した。 

 

７． その他の協議事項： 

７－１．支援範囲と概算事業費： 

調査団は、本計画の概算事業費を添付-2のとおり説明し、また、同事業費は無償資金協力

の制度に基づき、適切な積算・審査のもと作成された内容であること、またさらなる増額は

困難であることを説明した。 

ブ国側は別添-1および2に示す予定されている施設数および概算事業費について同意した。 

 

双方は、この支援範囲、概算事業費は暫定的なものであり、日本国政府による今後の承認

の検討の際、さらに精査されることについて確認した。 

 

７－２．本計画の概要にかかる不開示： 

調査団は、事業化調査成果概要書に記載の情報、および概算事業費を含む本M/Dに記載の

内容は入札に影響を与える内容であるため、本計画の実施に関するブ国側と日本法人間の全

ての契約署名が終了するまで、決して公表をしないことを要請し、ブ国側は調査団の要請の

意図を理解し、情報の外部への公表や、これらの書類をコピーしないことを約束した。 

 

７－３．資機材供与にかかる要請への回答： 

 調査団は、前回M/Dで言及されたDGREおよびDRAHRHへの資機材の要請については、支援が

不可能である旨を回答した。農業・水利・水産資源省はこの旨を銘記するとともに、本プロ

ジェクトにおいてこれら機関に委ねられる業務を適切に実施する上でのこれら機材の必要

性を改めて表明した。 

 

７－４．技術支援の内容： 

調査団はソフト・コンポーネント(技術支援)の内容について説明し、ブ国側は合意した。

調査団は、対象地域において給水施設維持管理改革システムが未導入であるが、将来の導入

を視野に入れた支援を行うことを説明した。なお、維持管理の核となるコミューンが設立さ

れたばかりの状況を踏まえ、調査団はブ国側に対し、ソフト・コンポーネントの成果が継続

できるよう、地方支局、コミューンへの支援とモニタリングを行うよう申し入れた 
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７－５．対象サイトの重複： 

 本案件の対象サイトに対し、他ドナーや他機関による支援が行われる場合、前回M/Dで合

意のとおりPN-AEPAの基準に基づき、ブ国側は施設の効率性を損なう重複が発生しないよう

当該ドナー、機関と調整を行うことを約束した。 

 

７－６．広報： 

ブ国側は、本プロジェクトが日本政府による支援であることをブ国民が認知するよう広報

活動を積極的に行うことを約束した。 

 

 

 

添付書類 

 

添付-1：計画の主な内容 

添付-2：概算事業費  
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添付-1：計画の主な内容 

 
 

項目 数量 計画内容 

新規深井戸建設 295 基  
1) 人力ポンプ付深井度給水

施設建設 
 

300 基 2007 年基本設計調査時に実施した深井戸 5 井

への付帯施設建設とポンプ設置 
 

2) ソフトコンポーネント

（意識化・啓発活動支援） 
 

１式 

運営・維持管理体制整備に係る支援 
・ 水場委員会（CPE）の組織化 
・ 住民啓発活動 
・ 衛生教育 
・ 施設の運営・維持管理に係る人材の能力開

発 
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添付-2：概算事業費  

 
(1) 日本側負担経費 
 
概算総事業費           約 1,544 百万円 
 
施設建設費  人力ポンプ付深井戸 300 箇所 
費目 概算事業費（百万円） 
施設 井戸建設工事、揚水試験、水質分析、上部構造

建設工事、浸透枡建設工事、人力ポンプ設置 
約 1,292 

実施設計・施工監理 約 210 
ソフトコンポーネント 約 42 
 

概算事業費 （計） 約 1,544 百万円 
 
�中央プラトー地方 人力ポンプ付深井戸 129 箇所 
費目 概算事業費（百万円） 
施設 井戸建設工事、揚水試験、水質分析、上部構造

建設工事、浸透枡建設工事、人力ポンプ設置 
約 592 

実施設計・施工監理 約 97 
ソフトコンポーネント 約 20 
 

概算事業費 （計） 約 709 百万円 
 
�南部中央地方 人力ポンプ付深井戸 171 箇所 
費目 概算事業費（百万円） 
施設 井戸建設工事、揚水試験、水質分析、上部構造

建設工事、浸透枡建設工事、人力ポンプ設置 
約 699 

実施設計・施工監理 約 113 
ソフトコンポーネント 約 23 
 

概算事業費 （計） 約 835 百万円 
 
注）この概算事業費は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 
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(2) 「ブ」国負担経費   
 

項目 概算 備考 

1) カウンターパート人件費 
(DGRE, DRAHRH, DPAHRH) 

15.00 百万 FCFA

*MAHRH 地方局および県支局の

人件費（案件監理・コーディネー

ション） 
*DGRE 本部、地方局および県支

局の人員によるサイトトランス

ファー、中間検査および最終検査

の立会 
2) カウンターパート用車両の

燃料および維持管理費 23.23 百万 FCFA 上記カウンターパート用車両  

3) 社会的実施管理 108.00 百万 FCFA
改革プログラムに準じた維持管

理体制確立のための支援 

4) 深井戸定期モニタリング 49.92 百万 FCFA
施工完了した深井戸に対する年 2
回の水質モニタリング 

5) 事務消耗品費 3.50 百万 FCFA  
6) 支払い授権書(A/P)の通知手

数料 0.01 百万 FCFA 5,000FCFA ×2 回 

7) 銀行取極を締結した銀行に

対する支払い手数料 3.07 百万 FCFA 契約金額の 0.05% 

総額 202.73 百万 FCFA  
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